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基調講演

「新規開業企業の成長に必要な 7 つのポイント」

シンクタンク・ソフィアバンク 代表　藤沢 久美 氏

意思決定のスピードの重要性

シンクタンク・ソフィアバンクの藤沢です。今日

は、最近開業したばかりで今まさに成長を目指して

いる方に向けて、成長に必要なポイントを 7つ、お

話しします。

第 2部の研究発表ではデータに基づく定量的な話

をされると思いますので、わたしは自身の経験を通

して見えてきた定性的な話をします。もしかしたら

皆さんの感覚とは違いがあるかもしれませんが、わ

たしの考察ということで耳を傾けていただければ幸

いです。

わたしは今まで、いろいろなベンチャー企業の経

営のお手伝いをしてきました。そのなかで、急成長

する会社としない会社、上場に早く至る会社と至ら

ない会社の違いは、経営のスピードだと感じまし

た。世の中の変化が速くなっているなかでは、迅速

に意思決定をして、新しいことに挑戦していくこと

が重要です。

ヤフーの社長だった宮坂学氏が掲げた「爆速経

営」という有名な言葉があります。わたしが社外取

締役を務める静岡銀行でも、頭取がこの言葉を借り

て、月に 1回の役員会でものごとを決めていたので

は間に合わない、意思決定の会議の回数を増やし、

スピード感のある経営をしなければならないと言っ

ています。新規開業企業であればなおのこと、経営

のスピードをあげることが急成長の前提となってき

ます。

創業メンバーは厳選する

7 つのポイントのうち、最初の 4つは人について

の話です。経営のスピードをあげて急成長するため

には、まず創業メンバーを厳選することが大切で

す。これが 1つ目のポイントです。会社が小さいう

ちは、なかなか採用ができず、人材紹介会社に依頼

して人を探すことがよくあります。しかし、人材紹

介会社からすれば、リピートのある企業に人材を

送ったほうが次の仕事につながりますから、良い人

材は大企業に優先的に紹介することになります。た

まにしか採用しない小さな会社には良い人材が回っ

てこないため、苦労することが珍しくありません。

だからといって、どんな人でもよいから雇えるだけ

ありがたいと、安易に採用するのはよくありません。

例えば、社長を含め 3人しかいない小さな会社で

あれば、 1人の人間が会社の 3分の 1のパワーをも

つことになります。だからこそ、会社の規模の小さ

い創業期こそ、採用する人は厳選するべきです。創業

期は金銭的に厳しいことも多いですが、1,000万円

くらいの年収の人を雇うつもりで、高いスキルをも

つプロフェッショナルな人材を探したほうがよいで

しょう。

そういう高度なスキルをもつ人材が、創業間もな

いベンチャー企業に来てくれるのかと思われるかも

しれませんが、実際、わたしがかかわっているベン

チャー企業には来てくれています。狙い目だと思う

のは、グーグルやアマゾンといった外資系の企業
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で、技術や人事、財務などの責任者をしているような

人です。そういう人たちは年間2,000万円や3,000万円

という高額な報酬を得ているのですが、意外にも

1,000万円を下回る年収で採用できることがあるの

です。

なぜなのか。グーグルにしてもアマゾンにして

も、やはり大企業なのです。すごく優秀な人であっ

ても、大企業にいると、そのなかの駒の 1人になっ

てしまっていると感じるものです。組織の駒として

ではなく、もっと自分でいろいろ考えて、実行して

みたいと思ったとき、高い成長可能性があり、経営

者が優れた将来の展望をもっており、自分もこの会

社を一緒につくっていきたいと感じる企業があれ

ば、1,000万円を下回る年収でも、来てくれるのです。

ですから、どうせ創業期の会社には来てくれないだ

ろうと決めつけるのではなく、そういう優秀な人材

を探し、採用できるよう説得しに行くべきだと思う

のです。

ただ、現在上場している有名なベンチャー企業の

創業メンバーだった、などという触れ込みには注意

が必要です。たしかに、企業自体は急成長して、上

場したのだとしても、創業当時はサークルのような

学生の集まりにすぎず、その人自身は特に高いスキ

ルをもってはいなかった、というケースもあるから

です。有名企業の創業メンバーだったという経歴だ

けをもって採用するのではなく、今、実際にどのよ

うな立場で仕事をし、どのようなプロフェッショナ

ルなスキルをもっているのかで人を選ばなければな

りません。

また、人を雇うときにはどのような役割を果たし

てもらいたいのか、明確な目的が必要です。失敗す

るパターンとしてよくあるのが、とにかくすごい人

を雇えばうまくいくに違いないと思ってしまうこと

です。具体的に何をしてほしいのかが明確でない

と、せっかく雇ってもうまく能力を発揮してもらえ

ません。人を雇うのなら、人事の責任者が欲しいの

か、セールスの責任者が欲しいのか、マーケティン

グの責任者が欲しいのかなど目的を定めておく必要

があります。さらに、例えばマーケティングであれ

ばどのような種類のマーケティングをしてもらいた

いのかなど、お願いする仕事を具体的にイメージし

て、そこに当てはまる人材を探すことが大切なのです。

アウトソーシングを活用する

2 つ目のポイントは、秘書業務や事務作業などの

アシスタント業務については、アウトソーシングを

活用するということです。中心となるメンバーは、

コストをかけてでもプロフェッショナルを雇うべき

ですが、アシスタント業務については、社内に抱え

る必要はないと思っています。実際に、今、日本で

業績を伸ばしている、電子決済のシステムを提供す

る外資系企業のペイパルなどは、秘書や事務員など

のアシスタント業務を担う人を雇っていません。社

員は全員、経営の根幹にかかわるプロフェッショナ

ルな人材で、アシスタント業務はすべて外注してい

るのです。最近ではキャスタービズやヘルプユーな

どのオンラインアシスタントサービスが普及してき

ており、簡単に外注することができます。ベン

チャー企業では、シェアオフィスの一角を借りて社

員が数人いるだけで、事務作業などはすべてアウト

ソーシングしているところも珍しくありません。

今までは、 1人のアシスタントに、通帳記帳や伝

票の入力、契約書の作成、営業用のメールの作成な

ど、さまざまな仕事をお願いしていたと思います。

しかし、 1人の人間のもっている能力には限りがあ

ります。その点、オンラインアシスタントに仕事を

頼むと、内容に応じて、仕事が割り振られるように

なっています。それぞれの作業を得意としている人

に、時間単位で依頼することができるのです。オン

ラインだけでは完結しない、郵便物の仕分けや、パ

ソコンの設定など、オフィスに来てもらわないとで

きない仕事もあります。そのようなときは、 2時間
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このように、事業を一緒につくりあげていく創業

メンバーのような人材と、それを手伝ってくれるア

シスタントのような人材は明確に区別することが大

事です。創業期は、多くの悩み事を抱えることにな

ります。その悩みをなるべく減らすために、コアの

部分にはプロフェッショナルな人を雇い、それ以外

の部分は外部に委託する。何から何まで自分でやり

たいという創業者もいますが、自分が得意でない部

分は人に任せる。ただし、他人に何かをお願いする

のであれば、何をお願いするのかを具体的に定める

必要があります。そして、目標を定めて、その目標

を達成するようにお願いしなくてはなりません。そ

してお願いした限りは、任せてしまわなければなら

ないのです。

これは、創業期が過ぎて、成長期には入ってから

も重要です。今後は就労ビザの制度が新しくなって

外国人材がたくさん日本に入ってくることが考えら

れます。外国人材を採用するためには、一般的に

ジョブディスクリプション（職務記述書）を明確に

定めることが必要です。どのような能力のある人

に、どのような仕事を任せ、どのような成果をあげ

てほしいのか、どのような権限と責任を与えるのか

などを明確にしなくてはならないのです。このよう

に近い将来、仕事の内容や目的をしっかりと定義

し、言語化する必要が出てきます。創業期から、プ

ロフェッショナルな人材にお願いすべき仕事と、そ

だけ、 3時間だけなどという単位で出張してくれる

サービスもあります。このようなオンラインアシス

タントが、 1カ月30時間で10万円くらいの料金で利

用できるのです。社会保険料もかからなければ、オ

フィスにデスクを置く必要もありません。コストは

安く、仕事はそれぞれ得意な人にお願いできるの

で、スピードもアップします。経営者が経営に集中

するためには、このようなサービス利用することが

必要です。これは創業期だけでなく、どのような時

期の会社にもいえることだと思います。

社員を雇えば、その社員の機嫌が悪い日には機嫌

を直してもらおうと気を遣ったり、社員が苦手とし

ている仕事をお願いするときには遠慮してしまった

りします。社内でまったくコミュニケーションがな

いのも人間関係的にどうなのか、という意見はある

かもしれませんが、オンラインアシスタントなら、

そのような気遣いは不要です。どんな仕事であっ

ても、得意な人がやってくれるので、遠慮すること

もありません。経営者は経営のコアな部分に、頭と

時間を使う必要があります。創業期では特にその

必要性が高いので、アウトソースできるところは、

社外のプロにお願いすることを進めていくべきで

しょう。

無駄な時間を省くためには、年齢にかかわらずデ

ジタルツールを使いこなすことも必要です。例え

ば、メールではなく、ビジネスチャットサービスの

スラックで連絡を取り合ったり、実際に会って会議

をするのではなく、スカイプを使ってオンラインで

会議をしたりするわけです。工程の管理や書類につ

いてもクラウドサービスやスマートフォンのアプリ

を活用して共有することが可能です。

こういったツールを活用することで、いつでもど

こにいても仕事を進められるため、経営のスピード

をあげることができます。試しさえすれば誰でも使

えるようになるものですから、年齢に関係なく、ま

ず、使ってみることが大切です。
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れ以外の仕事を分け、それぞれ、どのようなことが

求められる仕事なのかを決めて、言語化しておくこ

とは重要でしょう。

プロフェッショナルなシニアの力を借りる

3 つ目のポイントは、大企業や役所などでキャリ

アと実績を重ねたプロフェッショナルなシニアの力

を借りるということです。新しい事業を始めるとな

ると、産官学、政治など、いろいろな分野の方の力

を借りなければ乗り越えられない問題に直面するこ

とがあります。このサービスがあれば、ある業界の

非効率な部分が改善できてビジネスになる、という

アイデアがあっても、法律などの規制により実現で

きないということは、珍しくありません。そのよう

なとき、国家戦略特区などをつくるように国に働き

かけ、そのなかで省令の改正や、法律の解釈の変更

をしてもらう、といった方法だってあるわけです。

そういうことを一緒に仕掛けてくれるのは、役所で

働いていたような人です。また、大企業と連携した

いと思っても、大企業がどのような意思決定のプロ

セスをもっていて、どのような提案をすれば受け入

れてもらいやすいかは、大企業のなかの人しか知

りません。

皆さんも経験があると思いますが、ビジネスにお

いて、ネットワークはとても重要です。同じような

事業をしていても、メディアに取り上げられる企業

と取り上げられない企業があります。大企業とつな

がりをもてる企業と、もてない企業があります。そ

の違いは、信頼できる人に紹介してもらえたかどう

かによって生じることが多いのです。ですから、大

企業や役所などの大きな組織に所属していた経験が

あり、人脈をもち、功績をあげてきたようなシニア

の方から、顧問やアドバイザーという形で力を借り

ることは、重要ではないかと思います。

ただし、こうした方に協力してもらうときには、

あまり暇な人に頼まないことです。暇な人に頼む

と、頻繁に会社に来てアドバイスを下さったり、人

を紹介するから食事に行こうと誘われたりして、多

くの時間を割くことになってしまいます。その点、

忙しい人に頼んだほうが、結果的に効率よく、必要

なアドバイスをもらえたり、本当につながりをもち

たい人をスピーディーに紹介してくれたりします。

お暇な方には、会社の規模が大きくなってから、常

勤監査役といった形でかかわっていただくほうがよ

いと思います。いずれにしても、大企業での経験が

ある人というのは、創業期の企業が急成長するため

には必要な人材だと思うので、そういう人とのつな

がりは積極的に活用していくべきでしょう。

メンターをもつ

そして 4つ目のポイントは、メンターをもつとい

うことです。どの時期の経営者にも当てはまること

ではありますが、特に創業期にはメンターがいたほ

うがよいと思います。スピード感のある経営者は、

応々にして、何かをやると決めたら、寝ても覚めて

もそのことを考えるほどに集中し、視野が狭くなっ

てしまうことがあるのです。そんなとき、少し引い

たところから冷静に自分のことを見ていてくれる

メンターがいるとよいですね。経営者が意思決定をし

ようとしているとき、メンターが冷静な立場から質

問をしてくれる。具体的なアドバイスでなくとも、

この観点を見落としていないかとか、このリスクは

どうなのかなどの質問を受けることで、経営者はい

ろいろな気付きを得ることができます。自分自身の

視野が狭くならないように、バランスを取ってくれ

るようなメンターを置いておきたいところです。

メンターに関しては、若い人でも、年を重ねた人

でも構いませんが、一緒になって熱くなるのではな

く、少し引いた立場で、冷めた目線で自分のことを

見てくれる人がよいでしょう。一緒になって事業に

熱中してしまわない人であれば、配偶者や恋人でも

よいのではないでしょうか。
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スマートマネーを獲得する

次の 5つ目のポイントは、資金調達についてで

す。もちろん銀行や日本公庫などの金融機関から融

資を受けることも大切です。しかし、急成長を目指

す過程では、ベンチャーキャピタルからの出資を仰

ぐというケースがあり、そこで苦労される方が多い

のです。わたしは、経営者とベンチャーキャピタル

との面談に同席することがよくあります。そこで、

日本と海外のベンチャーキャピタルとの間で、考え

方に大きな違いがあることに気付き、衝撃を受けま

した。

日本のベンチャーキャピタルでは、多くの場合、

株式上場を前提として話が進んでいきます。日本の

なかでいかに成功するか、どうやって企業価値を高

めて、どのくらいの株価にして上場しようかといっ

た話が先に出てきます。しかし、シリコンバレーや

シンガポール、香港などのベンチャーキャピタルで

は、まず、ビジネスのビジョンについて話を聞いて

くれます。その事業に共感が得られれば、一緒にわ

くわくしてくれます。そして、出資の話をする前に、

こんな企業を紹介できますよとか、こんなネット

ワークがあるので活用してみませんかというような

アドバイスをくれるのです。出資ができない場合で

も、「出資してくれそうな別のベンチャーキャピタ

ルを紹介するよ」と言って、その場でつないで、プ

レゼンテーションの機会をつくってくれることも珍

しくありません。海外では、お金だけではなく、知

恵やネットワーク、これらをスマートマネーと呼び

ますが、それを提供してくれるところが多いの

です。

このようなベンチャーキャピタルは、常にグロー

バルな視点で物事を見ています。世界でこのビジネ

スを成功させるには、こういうポイントが必要だ、

という話をしてくれます。最初から視座を高くして

くれるのです。急成長することは大事ですが、その

成長の先まで見てくれます。すべてとはいいません

が、日本のベンチャーは視座が低く、日本のなかで

いかに成功するかという話にとどまってしまいがち

です。それが目標であればよいのですが、社会のた

めになる事業をして、より多くの人の役に立ちたい

と思って起業するのであれば、最初から視座を高

く、グローバルな視点をもってもよいと思います。

そういう意味では、ベンチャーキャピタルを選ぶ

際、すぐにお金を出してくれる近くのベンチャー

キャピタルではなく、まずはスマートマネーを出し

てくれる先を探してみる。お金が出るのが少し遅く

なるかもしれないけれども、結果的にはスピード

アップに必要な、お金に代えられないネットワーク

やパートナーを紹介してくれるかもしれません。

しかし、いざ外国のベンチャーキャピタルに話を

するとなると、言葉の壁を感じてしまう人もいると

思います。そのようなときには、通訳をしてくれる

人を探せばよいのです。物理的に離れている人で

あっても、スカイプなどのオンライン会議システム

を使えば、問題ありません。例えば、福岡の企業と、

シリコンバレーのベンチャーキャピタルと東京にい

る通訳がスカイプでつながって話をすることも可能

です。通訳をしてくれる人はクラウドワーカーのな

かにもたくさんいますから、簡単にお願いすること

ができます。10年前に比べると、格段に、手助けし

てくれる人とつながりやすい時代になりました。だ

からこそ、ベンチャーキャピタルに相談するのであ
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れば、スマートマネーを提供してくれるところを

選んでください。

予算と実績の管理を徹底する

そして 6つ目のポイントは、予算と実績の管理で

す。ベンチャー企業のなかには、これがいい加減な

ところが少なくありません。最初は売り上げなんて

あがらないのだから管理する必要はない、と言われ

ることもありますが、早いうちから予算と実績の管

理をする癖をつけておくほうがよいでしょう。

PDCAサイクルを速く回す癖をつけておくことに

よって、常にトライアンドエラーを繰り返すきっか

けになります。これくらいお客さんを増やそうと

か、これくらいの売り上げをあげようという予算を

立てて、実績を把握して、見直す習慣をつけること

は、将来、会社が大きくなり株式上場を考えるよう

になったときにも役に立つでしょう。

感謝の気持ちを忘れない

最後の 7つ目は、感謝することです。今までの話

を聞いてご理解いただけたかと思いますが、創業し

て急成長していく過程では、いろいろな人に助けて

もらうことになります。創業期には、お金はあまり

ありませんし、地位も名誉もありませんので、返せ

るのは感謝くらいのものです。その感謝の気持ちを

どれくらい具体的な言葉で述べたり、お礼状にした

ためたりして表現できるかが、大きな差になって表

れます。創業し、成長へ向けて努力していると、い

ろいろな方が応援してくれます。応援される経営者

からすれば、大勢のうちの 1人かもしれません。し

かし、応援している方からすれば、 1人の経営者を

応援しているのです。ですから、応援している人は、

「ありがとうございます」と言ってもらいたいと

思っているはずです。応援してくれたことに、しっ

かりとお礼を言えるか、感謝できるかが、長い目で

見たときに、大きなチャンスを与えてくれる仲間が

増えるかどうかの分かれ目になるのです。

ここまで、新規開業企業の成長に必要な 7つのポ

イントについて順にご紹介してきました。事業を広

げていこうと頑張っている経営者の方は、これらの

ポイントを意識してみてはいかがでしょうか。


